予算要求資料
平成28年度９月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名 成長産業人材育成センター管理運営費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　 商工労働部　航空宇宙産業課　人材育成係 電話番号：058-272-1111（内2938）

E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　補正要求額  6,993千円（現計予算額：10,900千円）
＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計
予算額
	10.900
	0
	0
	179
	0
	0
	369
	0
	10,352

	補　正

要求額
	6,993
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,993

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・今後の需要拡大や安定的な成長が期待される成長産業分野において、新規参入や新たな事業展開を進めるには、それを進める優れた人材の育成・確保が必要であるが、県内の中小企業が単独でこれを行うことは難しい。
・特に航空宇宙産業においては、民間航空機の新規需要が今後20年間で2倍以上に増大すると予想されているが、県内の航空機・同付属部品製造業の製造品出荷額は平成21年から平成26年にかけて82％以上増加、同時期の従業員数は24％増加している。今後も事業規模の拡大が期待される一方で、少子化や県外就職の増加により、優秀な人材の確保は厳しさを増している。
・県では平成24年度より人材育成支援策として、航空宇宙分野の技術者養成研修受講者に対し受講料の支援を行っているが、今年度に入り受講者が急増しており、6月までの受講者数は昨年度の3倍以上となっている。

・業界では優秀な人材の育成・確保が喫緊の課題であり、有識者による相談窓口の設置や人材育成研修の開催など、人材育成に関わる支援の要望が高まっている。

・そこで、11月予定の成長産業人材育成センター（以降センターと呼称）オープンと同時に、施設の運営管理体制の強化を行うと共に、研修メニューの拡充、運営協議会の設置によるセンター機能の検討を進め、成長産業分野の人材育成拠点としての運用を開始する。
（２）事業内容

・航空宇宙や医療福祉機器などの成長産業にかかる高度産業人材を育成する、成長産業の人材育成拠点「成長産業人材育成センター」における、施設運営管理の外部委託、人材育成機能の強化を図る。
○拡充センター管理業務の委託及び事務所什器の整備 （5,468千円） 
外部委託によるセンター維持管理業務（研修室の清掃・貸出管理、空調設備の日常点検、安全管理、非常時対応等、２０日間の土日利用も想定）の効率化。事務所の机・椅子等の什器の整備。
○新規人材育成セミナーの開催（968千円）

成長５分野（航空宇宙、医療福祉機器、医薬品、食料品、次世代エネルギー）全般の人材育成を推進するために、新たに「医薬品」及び「食料品」分野における人材育成セミナー等を実施する。
○新規協議会の設置（557千円）
企業、業界団体、有識者などをメンバーとする運営協議会を設置し、成長産業の人材育成拠点としての機能及び研修メニュー等の充実を図る。
（３）県負担・補助率の考え方

県有の成長産業の人材育成拠点を運営・管理することから、県が負担。
３　事業費の積算内訳　
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	920
	セミナー講師謝金、協議会委員謝金

	旅費
	594
	セミナー講師費用弁償、協議会委員費用弁償、業務旅費

	需要費
	152
	会議費、事務所什器

	役務費
	131
	電話料金、郵便料金

	委託料
	4,665
	センター施設管理、受付業務等の外部委託

	備品購入費
	531
	事務所什器（机、書棚、応接椅子）

	合計
	6,993
	


	　決定額の考え方　
 


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

・「岐阜県成長・雇用戦略」に掲げる「航空宇宙産業の製造品出荷額倍増プロジェクト」において、「人材育成拠点の整備」は具体的な取組として位置付けており、その運営管理を県が主体的に取り組むことは妥当である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内企業の人材育成のための拠点を運営管理し高度な企業人材を育成することで、成長分野を中心に参入企業の競争力を強化するとともに、新規参入や新たな事業展開による当該分野の企業群の裾野拡大を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	人材育成数（延人数）

	－
（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	233
（H27）
	2,500
（H30）
	9.3％


	
	－
（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

別途事業「成長産業人材育成センター（仮称）整備事業」において、センターの改修工事を開始（平成２７年１２月着工）。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

４月に１～２階の工事が完了し、改修した研修室の供用を開始している（航空機分野の人材育成で活用を再開）。７月末までに３～４階を含めた全工事が完了する予定であり、その後、研修室什器等の設備整備を進める。11月の全館オープンを機に、人材育成の総合相談窓口やセミナーの企画・実施の機能を備えることにより、地域企業の人材育成拠点としての活用が見込まれる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	成長分野への進出には企業人材の育成が必要不可欠であるが、県内中小企業が独自にこれを行うことは困難である。県が人材育成に活用できる環境を整備し、先導して人材育成事業を進めることが求められている。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

―

	初年度であり評価に該当しない

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

―

	初年度であり評価に該当しない


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
成長産業人材育成センターはアネックス・テクノ２の半分を利用する形で、残りの半分は岐阜県情報技術研究所が利用、施設全体のインフラ等が完全に分離出来ないため、経費の案分について検討が必要。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
関連団体等と連携し、企業ニーズに即したセミナーや勉強会の企画を検討する。土日・休日、時間外の活用も含め、施設の有効活用を検討する。


